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B6判・約2,600頁・定価　本体5,200円＋税

国土交通省鉄道局 監修

主要法令である鉄道事業法をはじめとして、
政省令・告示等多岐にわたる鉄道関係法令を体系的に編集した

鉄道関係者必携のハンディタイプの六法。

本 年 版 の 特 色

国土交通省鉄道局監修による、唯一の六法！

こんな 場 面 でご活用 いただけます

●安全運行管理や運輸安全マネジメントのための法的根拠の確認

●業務場面に応じたコンプライアンスのための最新法令の確認

鉄道六法注
解

平成27年版
法令内容　平成27年７月１日現在

◆平成27年6月10日に公布された「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関す
る法律」の改正等、平成27年7月1日までの改正法令を全て網羅！
◆「鉄道事業」、「鉄道営業」、「施設・車両・運転・保安」、「軌道」、「鉄道整備」、「国鉄改革」、
「諸法」、「旧法」の８編構成！
◆各法令には、条文ごとにその条項の改正経過付き！
◆「法令名索引」、「注釈」付き！
◆「行政手続法」「行政不服審査法」を新たに登載！
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書店印

取 扱 い

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたします。また、
お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適応税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用い
ただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

平成　　　　年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
しました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　 フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

お客様の個人情報の
取扱いについて

キ　リ　ト　リ　線

部申込部数
●定価5,616円（本体5,200円）　［コード052936］

申　込　書　〈第一法規刊〉

注解 鉄道六法 ［平成２７年版］

鉄六（27） （052936）2015.10 SE

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!

C
第一法規 検　索

レジ トカ ド もお支払 ただけます

詳 細・お申し 込 みはコチラ

主な目次
●法律　◎政令（勅命）
○省令・告示等

鉄　道　事　業
●鉄道事業法
○鉄道事業法施行規則
○独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構が十分な能力を有すると認められ
る鉄道施設の設計及びエ事に係る鉄道施
設の種類を定める告示
○鉄道施設等検査規則
○鉄道事故等報告規則
○鉄道運転事故等報告書等の様式を定める
告示
○鉄道事故報告規則第五条第四項の報告の
対象から除く列車の運転の休止を定める
告示
○鉄道事業会計規則
○鉄道事業動力車操縦者資質管理報告規則
○鉄道事業の動力車操縦者資質管理報告書
及び異常運転等報告書の様式を定める告示
○鉄道事業等監査規則
○鉄道線路の道路への敷設の許可手続に関
する省令
●鉄道抵当法

―鉄道事業法事項索引―

鉄　道　営　業
●鉄道営業法
●罰金等臨時措置法
●新幹線鉄道における列車運行の安全を妨
げる行為の処罰に関する特例法

施設・車両・運転・保安
○鉄道に関する技術上の基準を定める省令
○鉄道に関する技術上の基準を定める省令
の施行及びこれに伴う国土交通省関係省
令の整備等に関する省令
○施設及び車両の定期検査に関する告示
○索道施設に関する技術上の基準を定める
省令
○特定鉄道等施設に係る耐震補強に関する
省令
○特定鉄道等施設に係る耐震補強に関する
省令第二条の線区等を定める告示
○特定鉄道等施設に係る耐震補強に関する
指針
○運転の安全の確保に関する省令
○動力車操縦者運転免許に関する省令
●火薬類取締法
○火薬類運送規則
○鉄道等により火薬類を運送する場合の包
装の基準等を定める告示
●原子力基本法〔抄〕
●核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規
制に関する法律〔抄〕
●放射性同位元素等による放射線障害の防
止に関する法律〔抄〕

●化学物質の審査及び製造等の規則に関す
る法律〔抄〕
●高圧ガス保安法〔抄〕
○容器保安規則

軌　　　　　道
●軌道法
◎軌道法施行令
◎軌道法に規定する国土交通大臣の権限に
属する事務で都道府県が処理するもの等
を定める政令
○軌道法施行規則
○軌道事業における運転管理者の要件の細
則を定める告示
○軌道法の規定に基づく立入検査をする職
員の携帯する身分を示す証明書の様式を
定める告示
○軌道事故等報告規則
○軌道事業の動力車操縦者資質管理報告書
及び異常運転等報告書の様式を定める告示
○軌道運賃料金割引等規則
○軌道建設規程
○無軌条電車運転規則
●軌道ノ抵当二関スル法律
○軌道抵当取扱規則

鉄　道　整　備
●全国新幹線鉄道整備法
◎全国新幹線鉄道整備法施行令
○全国新幹線鉄道整備法施行規則
●旅客鉄道株式会社が建設主体とされてい
る新幹線鉄道の建設に関する事業の日本
鉄道建設公団への引継ぎに関する法律
●大都市地域における宅地開発及び鉄道整
備の一体的推進に関する特別措置法
○大都市地域における宅地開発及び鉄道整
備の一体的推進に関する特別措置法施行
規則
●都市鉄道等利便増進法
◎都市鉄道等利便増進法施行令
○都市鉄道等利便増進法施行規則
○都市鉄道等の利用者の利便の増進に関す
る基本方針
●特定都市鉄道整備促進特別措置法
◎特定都市鉄道整備促進特別措置法施行令
○特定都市鉄道整備促進特別措置法施行規則
○特定都市鉄道整備事業計画
●鉄道軌道整備法
◎鉄道軌道整備法施行令
○鉄道軌道整備法施行規則
●踏切道改良促進法
◎踏切道改良促進法施行令
○踏切道改良促進法施行規則
●独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構法
◎独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構法施行令
○独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構に関する省令
●東京地下鉄株式会社法
○東京地下鉄株式会社法施行規則
●高速道路株式会社法

国　鉄　改　革
●日本国有鉄道改革法
◎日本国有鉄道改革法施行令
○日本国有鉄道改革法施行規則
●旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式
会社に関する法律
○経営安定基金に係る経理の整理に関する
省令
●日本国有鉄道改革法等施行法〔抄〕
◎日本国有鉄道改革法等施行法の施行に伴
う経過措置等に関する政令
○日本国有鉄道改革法等施行法の施行に伴
う経過措置等に関する省令
●新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関
する法律
◎新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関
する法律施行令
○新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関
する法律施行規則
●日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理
に関する法律
◎日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理
に関する法律施行令
○日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理
に関する法律施行規則

諸　　　　　法
●国土交通省設置法〔抄〕
◎国土交通省組織令〔抄〕
○国土交通省組織規則〔抄〕
○地方運輸局組織規則〔抄〕
●運輸安全委員会設置法
◎運輸安全委員会設置法施行令
○運輸安全委員会事務局組織規則
○運輸安全委員会設置法施行規則第一条第
五号の事故及び第二条条第七号の事態を
定める告示
●行政手続法
◎行政手続法施行令
●行政不服審査法
●交通政策基本法
●交通安全対策基本法
●土地基本法
●社会資本整備重点計画法
●都市計画法
◎都市計画法施行令
●国土利用計画法
●土地収用法〔抄〕
○公職の候補者用特殊乗車券及び特殊航空
券の発行方法等を定める告示
●戦傷病者特別援護法〔抄〕
●都市モノレールの整備の促進に関する法律
●自転車の安全利用の促進及び自転車等の
駐車対策の総合的推進に関する法律
●民間資金等の活用による公共施設等の整
備等の促進に関する法律
●厚生年金保険法等の一部を改正する法律〔抄〕
●環境影響評価法〔抄〕
○環境影響評価法施行規則〔抄〕
●東日本大震災復興特別区域法〔抄〕
○国土交通省・環境省関係東日本大震災復
興特別区域法施行規則

○環境省関係東日本大震災復興特別区域法
施行規則
●株式会社海外交通・都市開発事業支援機
構法
●地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律
◎地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律施行令
○地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律施行規則
○地域公共交通の活性化及び再生の促進に
関する基本方針
●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律
◎高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律施行令
○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律施行規則
○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律施行令第一条第二号に規
定する旅客施設を利用する高齢者及び障
害者の人数の算定に関する命令
○移動円滑化のために必要な旅客施設又は
車両等の構造及び設備に関する基準を定
める省令
○移動等円滑化の促進に関する基本方針
●エネルギーの使用の合理化に関する法律
〔抄〕
○旅客の輸送に係るエネルギーの使用の合
理化に関する旅客輸送事業者の判断の基
準〔抄〕
●特定化学物質の環境への排出量の把握等
及び管理の改善の促進に関する法律〔抄〕
◎特定化学物質の環境への排出量の把握等
及び管理の改善の促進に関する法律施行
令〔抄〕
○特定化学物質の環境への排出量の把握等
及び管理の改善の促進に関する法律施行
規則
●大深度地下の公共的使用に関する特別措
置法
●独立行政法人通則法

旧　　　　　法
●日本国有鉄道法
●日本国有鉄道経営再建促進特別措置法
●新幹線鉄道保有機構法
●鉄道整備基金法
●国有鉄道運賃法
●鉄道国有法
●鉄道敷設法
●地方鉄道法
●日本国有鉄道清算事業団法
●日本国有鉄道退職希望職員及び日本国有
鉄道清算事業団職員の再就職の促進に関
する特別措置法
●運輸施設整備事業団法
●日本鉄道建設公団法
●本州四国連絡橋公団法
●帝都高速度交通営団法
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